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 このページでは、２００７年度決算の全体像について、ご説明いたします。

 正味収入保険料につきましては、６，８８８億円となり、１４４億円の減収となりました。自動車

販売台数の低迷、住宅着工件数の急減などの外部要因に加えまして、業務改善計画の遂行

に最優先で取り組むなど、営業面ではやや苦戦を強いられ、減収となっております。

 また、正味支払保険金は自然災害による支払いが大幅に減尐し、１０３億円減尐いたしました

が、損害率は、分母となる正味収保の減収などによりまして、６５．４％、対前比０．１ポイントの

低下となりました。

 一方、事業費につきましては、信頼回復のためのコスト負担が生じたものの、各種削減施策の

効果が着実に表れてきており、事業費率は対前比０．６ポイント改善し、３４．９％となりました。

 以上の結果、自賠責を除く収支残高は対前比３０億円改善し、５４億円の損失となり、保険

引受損益につきましては、２１７億円改善し、１４０億円の損失となりました。

 また、資産運用関係では、有価証券売却損益は対前比２３５億円減尐し２３４億円となったほ

か、有価証券評価損を９６億円計上いたしました。この結果、経常利益は対前比７７億円減

尐し１６７億円、当期純利益は５５億円減尐し７８億円となりました。

 なお、連結ベースの経常利益、当期純利益はそれぞれ１７７億円、８９億円となりました。



日本興亜損害保険 4

 このページでは、当年度の決算上のトピックスについて、若干補足をさせていただきます。

 当社は、第三分野商品における不適切な不払いの問題により、２００７年４月からの３か月間、

第三分野商品の販売について業務停止処分を受けました。販売停止による影響は、業務停

止処分を理由とした入札停止などの影響も含めますと、営業成績ベースで約７億円の減収要

因となったと分析しております。

 当年度の自然災害は、台風４、５、９号、新潟県中越沖地震などがあったものの、６８億円に

留まりました。

 前年度はＩＢＮＲ備金の制度導入時の移行時負担により、繰入額が例年よりも多額となってお

りました。当年度はこの移行時負担がなくなります。この結果、収支残高の増加に加え、保険引

受利益も大幅に増加いたしました。

 当年度の資産運用関係ですが、株式相場の下落やサブプライム問題を契機とした証券化商品

の相場低迷などを受け、９６億円の有価証券評価損を計上いたしました。

 当社が保有する「そんぽ２４」株式に対する投資損失引当金は、３３億円を計上しております。

前年度は引当金の計上初年度であったため、過去の累積損失分が引当額となり、連単差の

要因となりましたが、当年度は、単体で計上した そんぽ２４に対する当年度発生分の投資損失

引当金は、連結では当期損失と相殺されるため影響ありません。
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 このページでは、２００７年度決算の増減要因のうち、保険引受関係の損益をご説明します。

 まず、正味収入保険料につきましては、１４４億円の減収となりました。

主力の自動車につきましては、フリート契約を中心に台数を伸ばすことができましたが、無事故

割引の進行や新車販売台数の低迷、車両の小型化などによる単価下落が継続し、当年度は

４３億円の減収となりました。

また、火災保険は８４億円減収いたしました。主な要因は、住宅着工件数の急減および金融

機関でのローン実行件数の減尐などにより、ローン長期火災が不振となったことです。

その他の種目では、賠償責任保険、動産総合保険が好調でありましたが、第三分野商品の販

売停止の影響や低金利による積立保険の販売減尐などにより傷害保険が減収いたしました。

 一方、正味保険金は１０３億円の減尐となりました。

自動車保険では１３億円増加いたしました。対人賠償の支払額が増加したことなどによるもので

す。

また、火災は自然災害による支払いが減尐したため、１１７億円減尐しております。

 事業費につきましては、退職金の制度改定の影響などにより人件費は１４億円減尐し、システ

ム投資に伴う経常経費減尐などで物件費等も１５億円減尐いたしました。

 以上の結果、収支残高は４２億円改善して２２億円の損失に、保険引受利益は２１７億円改

善し、１４０億円の損失となりました。
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 このページでは、保険引受以外の損益についてご説明します。

 まず、経常利益についてですが、保険引受利益は２１７億円と大きく増加しましたものの、有価

証券売却損益が２３５億円減尐したことに加え、有価証券評価損が７７億円増加したことなど

により、７７億円減尐して１６７億円となりました。

 特別損益には、ほぼ増減がなく、この結果、税引前当期純利益も７２億円減尐して１２５億円

に、当期純利益は５５億円減尐して７８億円となりました。

 主な連結子会社は日本興亜生命とそんぽ２４であります。この内日本興亜生命につきまして

は、引き続き、標準責任準備金の達成に向けた積増を積極的に行っており、当期純利益はほ

ぼゼロとなっております。

 そんぽ２４につきましては、前期よりも４億円多い３３億円の損失となりました。決算のポイントの

ページでご説明した通り、前年度に過年度損失分の投資損失引当金を計上しており、この分

が当年度は解消していることなどから、連単差が減尐しています。

 以上より、連結ベースの当期純利益は６８億円減尐して８９億円となりました。
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 このページでは、中期経営計画KAKUSHINの進捗を踏まえながら、２００８年度の計画をご説

明いたします。

 KAKUSHINは、２００６年度から３年間の計画で、事業構造を抜本的に改革することにより、規

模の拡大と事業費改善の両立を実現し、収益力を強化することを最大の目的に進めてきたも

のですが、第Ⅰ部の決算の状況の中でご説明したとおり、厳しい環境要因もあり、規模の拡大

の面では十分な成果を挙げることができませんでした。

 事業費につきましては、着実に改善しており、２００８年度は退職金制度改定を行うとともに、引

き続き物件費の削減に取組み、収益力を強化してまいります。

 ２００８年度は、KAKUSHINの最終年度となります。事業環境は引き続き厳しく、計画を一部

修正し、保険引受で収益が残せる企業体質への変革を目指します。当社の目指す将来像を

見据えた基礎固めの初年度に位置づけます。

 収益力向上のためにアンダーライティングの強化、支払保険金の適正化の推進、事業費のさら

なる改善に取り組み、２００８年度の数値計画を達成してまいります。
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 このページでは、２００８年度の数値計画につきましてご説明いたします。

 前ページでご説明したとおり、収益力強化を柱に、計画値を一部修正させていただきます。

 まず、大きな事業環境の変化として、２００８年度は自賠責保険の料率が引き下げられました。

この影響を勘案し、正味収入保険料を６７００億円に修正いたしました。以下のご説明では、

比較可能性を確保するため、コンバインドレシオに係る指標は、自賠責を除くベースで申し上げ

ます。

 自賠責を除く損害率は、アンダーライティングの強化、支払保険金の適正化効果を織り込み、

対前年度１．３ポイントの低下を見込んでおります。

 同様に、自賠責を除く事業費率につきましても、事業構造の改革を推進し、さらなる改善を見

込んでおりますが、収益拡大に向けたシステム投資等へのファンドを加味し、前年度と同水準を

見込んでおります。

 この結果、自賠責を除く正味収支残高は２０億円、対前年度７４億円の改善を見込んでおり

ます。

 なお、自然災害による支払い保険金は、１３０億円、株式削減等による有価証券売却損益

は、２８０億円を前提としております。

 以上によりまして、２００８年度の当期純利益は１３０億円を計画しております。



 このページから経営戦略につきましてご説明します。

 まず、２００７年度より展開しております品質向上運動について触れさせていただきます。

 当社は、業務改善計画に沿って、お客様の声に真摯に耳を傾け、あらゆる業務プロセスを徹底

的に検証し、お客様の声を起点とした品質向上サイクルを確立し、信頼回復と品質向上の実

現に最優先で取り組んでおります。

 ２００７年度はフェーズ１として「基本品質」の再確認、徹底に向け、主にお客様のご契約内容

がご意向に沿ったものであるかを確認する「説明・点検運動」に取り組み、２００８年上期を目途

に完了する予定です。

 この「説明・点検運動」は、営業部門を中心に事務負担が増し、足もとの業績に一定影響があ

りましたが、お客様からの信頼回復に向けた取り組みの基本であり、この運動を通じて「説明販

売」が定着することは、将来的な業績にプラスに作用すると確信しております。

 ２００８年７月以降は、フェーズ２として「基本品質」の定着を図り、さらに「標準品質」の達成に

向けて、お客様の声を起点としたＰＤＣＡサイクルの定着を図るとともに、社員、代理店の意識を

改革し、品質向上に取り組む企業風土を醸成してまいります。
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 このページでは、商品の統廃合の状況についてご説明いたします。

 商品開発におきましては、商品・特約の統廃合をさらに推進していきます。わかりやすさを追求

し、商品、募集ツールをはじめとし、契約手続も簡素化していきます。

 現在までに、個人向け商品において商品数、特約数を約３割削減しております。さらに今後の

構想として、統廃合に取り組む以前の状況と比較して、商品数はおよそ７割を、特約数はおよ

そ６割を削減する計画です。

 なお、主力の自動車保険におきまして、商品・特約の統廃合を先行して実施いたしました。２０

０８年度においては、お客様の視点に立った品質向上の観点から、さらにわかりやすさを追求し、

特約の統廃合や約款の平易化を進める予定です。

 今後も、あらゆる商品について、分かり易く、かつ、お客様ニーズをきちんと捉えた商品開発を進

めてまいります。
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 このページでは、当社の販売戦略における販売網計画についてご説明いたします。

 収益力の向上のためには、販売網の質を向上させアンダーライティングの強化を実現するととも

に、さらなる効率化を推進する必要があります。

 スライド上段の右側に掲げた４つのチャネル、すなわち、生保販売提携、金融機関、ディーラー、

中核代理店は、いずれも効率的で高い成長性が期待でき、重点的に取り組んでまいります。

 また、販売網の効率性を追求するため、代理店との対話を進めております。増収意欲のある代

理店に対しては積極的にサポートし、大型化・事業化を推進いたします。販売網の効率化の進

展により、営業部門では新規開拓への時間が創出され、収益面での貢献が大いに期待できま

す。

 さらに、新規販売網の拡充に向けて、代理店研修生の積極厳選採用を推進しております。代

理店研修生は、将来的には中核代理店へと成長することを期待しています。
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 このページでは、当社の販売網戦略の大きな特徴の一つが多様な提携戦略です。

 当社は特定の金融グループに属さない唯一の独立系損保であり、複数の大手生命保険会

社、ならびに多数の金融機関との提携を実現し、損害保険商品の供給を行っています。今後も

グループの枠組みにとらわれることなく、これまでの提携で得たノウハウを新たな提携へ生かしてい

きたいと考えております。

 また、２００７年１２月から金融機関窓口での保険販売が全面解禁となりました。金融機関チャ

ネルに強みを持つ当社にとって、販売種目の拡大は大きなチャンスであると捉えております。当社

では、子会社であるそんぽ２４の媒介代理店方式というビジネスモデルを通じた自動車保険販

売を積極的にご提案しております。
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 このページでは、損害率についてご説明します。

 まず、火災保険につきましては、自然災害の影響を除けば、概ね安定した水準で推移しており

ます。

 自動車保険につきましては、２００５年度以降、支払保険金が増加しております。

 また、分母である正味収入保険料が減収しているため、全体的に損害率が高止まり傾向を示

しております。

 収益力の向上に向けて、今後の損害率の低位安定化は必須の課題であります。

 保険金支払額を適正化するため、入口であるアンダーライティングを強化することにより、良質な

契約ポートフォリオの構築に努めることが重要です。同時に、既存保有契約に対する有効な事

故予防・情報提供サービスなども実施してまいります。

 支払単価につきましては、車両の修理費単価の適正化など、適時・適切な保険金支払を強

化し、安定化を図ってまいります。
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 このページでは、事業費についてご説明いたします。

 事業費率の改善は、中期経営計画ＫＡＫＵＳＨＩＮにおける最大のテーマの一つであります。

 ２００７年度は、人件費は退職金制度の改定などにより、減尐いたしました。物件費は信頼回

復に向けたコスト負担が新たに生じましたが、システム経費の削減、調達コスト削減プロジェクト

等の効果で吸収し、全体として減尐しております。

 ２００８年度の計画ですが、事業構造の抜本的改革をより強力に推進し、事業費のさらなる圧

縮を実現してまいります。また、「真に収益力向上に資する施策や戦略」への資源投下を実施し

、将来に向けた体制整備に併行して取り組み、安定的な利益確保、持続的な発展を目指し

てまいります。
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 このページでは、資産運用戦略についてご説明いたします。

 リスク配分を是正してポートフォリオの適正化を図るとともに、収益力向上のため純投資運用を

強化します。

 スライド左側の積立勘定は、将来、ご契約者のみなさまに満期返戻金としてお返しする資金で

す。この部分は予定利率確保を最優先に、ＡＬＭ（エイ・エル・エム）を徹底し、金利変動リスクの

抑制を図っています。

 その右側の一般勘定のポートフォリオは、株式の割合が高くなっています。株式は、その大部分を

政策保有しておりますが、価格変動リスクの高い資産であり、リスク管理の観点から削減を進め

ています。２０１２年度までに簿価ベースで１０００億円の削減を目指します。

 この売却資金は、ＡＬＭ（エイ・エル・エム）の観点から、主として債券に投資してまいります。

 また、収益力強化の観点から、オルタナティブ投資も実施しています。ヘッジファンドに特化した運

用子会社であるゼスト・アセットマネジメントを有効に活用するとともに、アジアを中心とした新興

国を含めた地域分散と戦略分散を図りながら、外部委託運用の強化を図ってまいります。

 なお、米国のサブプライムローンにつきましては、直接の投資はございません。
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 このページでは、生命保険事業についてご説明いたします。

 スライド上段の個人保険保有契約高の推移をご覧の通り、日本興亜生命は、１９９６年１０月

に営業を開始して以来、順調に業容を拡大しており、２００７年度末のＥＶ（イーブイ）は８３５億

円となりました。

 ２００８年度末には、標準責任準備金を達成し、２００９年度から日本興亜保険グループの連

結利益に貢献する見込みです。
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 このページでは、そんぽ２４についてご説明いたします。

 そんぽ２４は、テレビコマーシャルやネット広告によるアクセスに加え、独自のビジネスモデルである

媒介代理店を通じて自動車保険を販売しています。また、事故対応においては、日本興亜損

保の充実した全国ネットワークと連携することができ、お客様に高品質なサービスをご提供してい

ます。この点は、他のダイレクト系損害保険会社より優位性があると考えております。

 昨年１２月に金融機関窓口での自動車保険販売が解禁されました。そんぽ２４のビジネスモデ

ルは金融機関には最適であると考えており、解禁以降、積極的にご提案を継続しております。

 すでに販売を開始した金融機関が複数あり、また、全国信用組合中央協会から自動車保険

で唯一の業界推奨商品となるなど、具体的な成果も出ております。２００８年度からは、取扱い

金融機関数を着実に伸ばし、早期のグループ収益への貢献を目指してまいります。
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 このページでは、資本の充分性に関する検証結果と、それを踏まえた株主還元の方針について

ご説明します。

 当社の資本政策の基本的な考えは、保険会社として、資本とリスク量を検証して健全性を確

保した上で継続的な還元を実施していく、というものです。

 具体的な目標値を設定しているわけではありませんが、安定的な利益水準の向上は現金配当

に、資本の余力充実は自己株買入に反映させることで株主還元の充実を図っていきたいと考え

ています。

 ２００７年７月に、３４００万株、３７７億円という多額の自己株買入を実施いたしました。これ

は、２００６年度の株式売却によって価格変動リスクの圧縮と含み益の実現が果たせたことを受

けて決断したものです。

 今後とも、健全性を確保したうえで、積極的な株主還元により、投資家・株主の皆様のご期待

に沿えるよう、努力してまいります。



 このページでは、当社のコーポレート・ガバナンスについて触れさせて頂きます。

 当社は、効率的な業務執行を確保するため、執行役員による業務執行とこれを監督する取締

役会の役割を分離する執行役員制度をいち早く導入いたしました。

 取締役会は、社外取締役を選任するとともに、適正人数で多様、かつ、有意義な議論を重ね

ております。

 また、スライド下段をご覧の通り、当社は、経営責任の明確化、透明性の高い経営、株主の皆

様との利益共有などを基本とし、態勢整備に向けて様々な制度を導入してまいりました。

 ２００６年１２月には、取締役会の諮問機関として、委員の過半数を社外委員とする「指名・報

酬委員会」を設置し、経営の一層の透明性を確保しました。

 さらに、本年６月の定時株主総会では、独立性の高い社外取締役を２名増員し、経営監視

機能のさらなる強化を株主の皆様にお諮りする予定です。この結果、取締役会に占める社外取

締役の割合は、４割になる予定です。

 当社は、今後とも様々な観点からガバナンス態勢強化に向けた取組みを実践していく所存であ

ります。
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 最後に、当社の目指す姿についてご説明いたします。

 今までご説明してきました現中期経営計画をしっかりとやり遂げ、競争力を確保し、得た利益を

株主の皆様をはじめとしたステークホルダーへ還元するとともに、新規分野への投資を実現してま

いります。

 こうした将来像を展望し、さらなる業務・サービスの高品質化、当社独自の効率的で開発提案

型の営業態勢、業界最高水準の損害サービス態勢などを構築していきます。２００８年度にお

いては、インフラの整備を進めるとともに、様々なトライアルを行い、効果が確認できたものから速

やかに実施していく予定です。

 保険事業、資産運用事業を合わせた態勢の整備・拡充、また、透明性の高い経営体制の確

保、積極的な株主還元などにより、国際的に競争力を持った企業を目指します。

 このような日本興亜保険グループ像を確立することにより、継続的かつ安定的な発展を実現して

いく所存であります。
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